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Ａ．研究目的 

我が国の視覚障害認定の実態調査は身体障害者診断書・意見書に基づいて、1988 年、  

2006 年、2010 年の 3 回行われているが、欧米諸国と比較してその調査頻度は極めて

少ない。また、これらの調査における調査対象は無作為に選別された 7 都道府県の各 1 

自治体であり、全国の実態を反映していない可能性がある。そこで、我々は本難治性疾

患政策研究事業においてより頻繁に実態調査を行えるようなシステムを構築し、全都道

府県全自治体を対象とした視覚障害認定の実態調査を本邦において初めて 2015年度に

実施した。今回 2019年度を対象に再調査を行い、前回調査との比較を行う。また、2015

年度の調査結果を都道府県別に解析し、都道府県別の視覚障害の認定割合に関連する因

子を明らかにする。 

 

Ｂ．研究方法 

1)視覚障害認定の実態調査:全都道府県の全自治体を対象に、身体障害者福祉法による

身体障害者診断書・意見書に基づき、新規に視覚障害認定を受けた 18 歳以上の視覚障

害者の年齢、性別、原因疾患、等級について、アンケート調査を行う。  

2)2015年度の調査結果の都道府県別解析: 2015年度調査のデータを用いて、都道府県

別の認定割合と関連のある因子について統計学的に検討する。  

 

（倫理面への配慮） 

研究要旨：全都道府県全自治体を対象とした視覚障害認定の 2019年度の実態調査を実

施した。また、前回調査（2015 年度）の調査結果を都道府県別に解析し、都道府県別

の高齢化率、身体障害者福祉法第 15条指定眼科医師数の割合が視覚障害の認定割合に

有意に関連すること明らかにした。 
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疫学調査は、倫理委員会で審査を受けた上で実施する。なお、本研究で扱うデータは

個人を特定できないデータのみである。 

 

Ｃ．研究結果 

1)視覚障害認定の実態調査：2021年 3月末までに、全国の全ての福祉事務所から回答

を得た。現在、データ解析を行っている。 

2)2015 年度の調査結果の都道府県別解析：都道府県別の高齢化率、身体障害者福祉法

第 15条指定眼科医師数の割合が都道府県別の視覚障害の認定割合に有意に関連した。 

 

Ｄ．考察 

視覚障害認定の実態調査については、コロナ禍にも関わらず、予定通り全ての福祉事務

所から回答を得ることが可能であった。今後、得られたデータを解析し、全国及び都道

府県別の動向を明らかにする。また前回調査の結果と比較検討する。2015年度の調査

結果の都道府県別解析については、従来の調査よりも確度の高いデータを用いて、本邦

で初めて各都道府県別の視覚障害認定の実態を明らかにすることができた。今後行われ

る調査の比較検討基準になる成果が得られたと考える。 

 

Ｅ．結論 

視覚障害認定の全国実態調査を 2019年度に実施した。また、前回調査（2015年度）の

調査結果を都道府県別に解析し、都道府県別の高齢化率、身体障害者福祉法第 15条指

定眼科医師数の割合が視覚障害の認定割合に有意に関連すること明らかにした。 
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